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The purpose of this study was to find the significance and issues of the children’ s rights
commissioner. In some municipalities, ordinances for the children’s rights are enacted based
on the philosophy of Convention of the Rights of the Child. The children’ s rights
commissioner, based on ordinance, are expected to play a key role in creating a society
where children’ s rights are respected. This paper discusses institutional issues needed for







































































































































































る。制度運用が開始された 1999 年からの 20 年間で、「個別救済」として調査・提言が行われた案
件（申立て及び自己発意）の処理件数は 53 件にのぼり、「制度改善」に関する市長や教育長あての
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調査権（条例第 11 条）や、勧告及び意見表明の権限（条例第 15 条）がオンブズパーソンに付与さ
れており、市の機関に対しては、「オンブズパーソンの職務の遂行に関し、その独立性を尊重し、
積極的に協力、援助しなければならない」（条例第 8 条）と規定し、さらに、勧告・意見表明の尊
重義務（条例 15 条第 3 項）を課している。
2019 年 3 月に発行された「20 周年記念誌」のオンブズ・レポートによると、オンブズパーソン
に寄せられる相談の内容は、「家庭生活・家族関係」・「教職員等の指導上の問題」・「不登校」・「子
育ての悩み」・「交友関係の悩み」・「学校・保育所等の対応」・「進路問題」・「いじめ」などが多く
なっており、年間の相談・調整件数は平均で 650 件ほど、1 ケースあたりの相談・調整回数は近年
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ろにより、執行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、
審査、諮問又は調査のための機関を置くことができる」（第 138 条の 4 第 3 項）と規定されており、
また、「普通地方公共団体の執行機関の附属機関は、法律若しくはこれに基く政令又は条例の定め
るところにより、その担任する事項について調停、審査、審議又は調査等を行う機関」（第 202 条
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な状況を権利に関わる社会的な課題として捉え返していく視点が重要である。
＜参考文献＞
・荒牧重人，2008. 子どもにやさしいまちづくりと条例 . 子どもの権利研究 12 号
・伊藤健治，2012. 子どもの権利論の展開と課題―関係的権利としての子どもの参加に着目して . 北海道大
学教育学研究院紀要 . 第 117 号
・川西市子どもの人権オンブズパーソン事務局編，2001. ハンドブック 子どもの人権オンブズパーソン . 明
石書店
・川西市子どもの人権オンブズパーソン，2019. 20 周年記念誌＆子どもオンブズ・レポート 2018. 川西市子
どもの人権オンブズパーソン事務局（川西市市民環境部人権推進課内）
・子どもの権利条約 NGO レポート連絡会議編，2011. 子どもの権利条約から見た日本の子ども―国連・子ど
もの権利委員会第 3 回日本報告審査と総括所見 . 現代人文社
・桜井智恵子，2012. 子どもの声を社会へ―子どもオンブズの挑戦 . 岩波新書 . P.33
・浜田寿美男，2016. 子どもオンブズワークの意味と実際―川西市子どもの人権オンブズパーソン . In: 荒牧
重人・半田勝久・吉永省三編 . 子どもの相談・救済と子ども支援 . 日本評論社 . p.193
・堀正嗣編著，2018. 独立子どもアドボカシーサービスの構築に向けて . 解放出版社
・横井敏郎・安宅仁人・辻村貴洋，2006. 子どもの権利に関する条例の制定・実施過程と内容分析 . 北海道大
学大学院教育学研究科紀要 . 第 98 号
・吉永省三，2008. 今日的状況における子どもの「救済」へと向かうための子どもの主体と権利をめぐる一考
察 . 大阪大学大学院人間科学研究科紀要 . 第 34 号
・Minow, Marth，1990. Making All the Difference: Inclusion, Exclusion, and American Law, Cornell
University Press.
・Minow, Marth，1995 What Ever Happened to Children’s Rights?. Minnesota Law Review, Vol.80,
No.2.
※本研究は、JSPS 科学研究費・若手研究（B）「子ども条例による関係的権利の保障と包摂的自治
体行政システム構築に向けた実証的研究」（課題番号 JP17K14005、2017～2020 年度）による研
究成果の一部である。
子どもの権利擁護機関に関する制度的検討 13
